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15：00 

 

田中 

(事務局) 

開会 

資料説明 

それでは以後の進行については、部会の方にお任せしたいと思います。本日は小松部

会長が急遽ご欠席ということで、部会長のご指名によりまして、高橋委員に座長役をお

願いしたいと思います。それでは高橋先生、よろしくお願いします。 

 

高橋委員 ただいまお話にありましたように小松部会長は急用があって、「代役に私を」というご

指名ですので、司会をさせていただきます。御協力よろしくお願いいたします。 

今日の議論は、資料１の重点施策の部分が中心となります。それから資料２と３につ

いては、第２の議題ということです。ほかの資料については議論の中で関係するところ

がありますので、その都度確認をしていきましょう。 

それでは資料１の「かわさき教育プラン第２次素案重点政策」について、議事を進め

ていきたいと思いますけれども、教育行政専門部会が、中心的にかかわっているのが、

７ページ３の「教職員の力」、１４ページからの６「市民の力を活かす」だと思います。

まずこの順番に御意見をいただきたいと思います。 

「教職員の力」に関連して、前回、教員の研修に関して教員自身はどういう要望を持

っているかということについて質問がございましたので、センターの方で資料を用意し

てくれました。これが先ほど御説明のありました「平成１６年度川崎市総合教育センタ

ーの希望研修等の実施について」という、全部で９ページの文章です。内容については、

昨年度までセンターにいらっしゃったと伺っていますので、村上委員のほうから説明を

していただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 

村上委員 では４～５分程度で説明します。センターの研修は、センターの会場を使ってそこで

開催する研修、受講者がセンターに出かけていく研修が（１）です。（２）は逆にセンタ

ーの職員が、各学校等に出かけていって研修をする、いわゆる出前研修とか出張研修と

いう言い方をしています。（３）はその両者を兼ねまして、夜間の開放、自分たちでグル

ープをつくって、テーマを持ちながら研修するという、この秋から始めたものです。 

（１）のセンターにおける研修ということですが、最初に申し込み状況が書いてあり

ます。84.6％、定員の８割、教員だけの研修に限っては87.3％ということで、９割近い

受講申し込み状態です。特に希望者が多く、定員を超えたものが「ワード、エクセル等

を中心とした情報教育の研修」で、非常にニーズが高いということです。さらに、情報

教育のほかに教育相談とか特別支援という内容も増えているということについてその下

に説明してあります。 

先生方がどんな研修を希望するかというと、１つの柱としては時代の要請に合った、

文部科学省などが提言してきた教育の流れに沿って、新たに勉強しなければならないこ

とについて、非常に受講したがっているということが挙げられます。何年か前に総合的

な学習の時間がスタートした頃には、皆こぞってその研修に殺到したという経緯もあり

ます。 

今は、特にこれからも含めてどんなニーズが考えられるかというと、基礎基本、確か

な学力という面では、各教科のもっと専門的な指導力を伸ばしたいというニーズが大変

高く、特に国語、算数、数学、いわゆる基礎的な教科といわれるものについて、受講を

希望するようになってきています。さらに、小学校における英語活動をどうするかとい

うことが話題になっていますが、この小学校における英会話の研修にも受講希望者が殺

到して、希望者が定員をオーバーしている状況です。 

それともう１つ特徴的なのが、各学校で学習以前の児童生徒指導、それから障害児、
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学習障害の子どもたちを抱えながらの、特別支援、あるいは家庭の教育力の問題で出て

くる教育相談、この辺も非常にニーズが高いです。特に年々この辺が高くなってきてい

るという印象を受けています。そういうものを縷々説明してあります。 

この研修ですが、希望研修といわれるセンターで設定する研修は、大部分を夏季休業、

夏休みの期間に設定しています。恐らく８割以上この期間に設定しているのですが、こ

の夏季休業中だけでは、日程が消化しきれずに、冬休み中の、12月後半のあたりにも研

修を設定するようなところも出てきています。それでもまだコマ数が収まりきらないと

いうことで、仕方なく平日にも設定しています。子どもたちが学校にいる時間です。た

だあまり教室を空けられないので、３時から１時間半なり２時間という短時間でコンパ

クトにやらざるを得ない、そういった悩みがあります。そんな事情から、夜間の開放を、

という要望も出てきています。 

それと、個人の力量を高めると同時に、学校全体の職員が同じ意識を持って勉強し合

うというのは大変大事です。そういう要望にもだいぶ応えているのですが、何しろ人が

足りないということで、応じきれないでいるような状況もあります。 

２ページの方が評価です。研修して本当に力量がついたかどうかというところで、厳

しい評価、評定というのは、これから工夫していかなければならないところですが、受

講者へのアンケート、それから意見等を毎回必ずとってそれを改善に役立てています。

満足度はどうかということで聞いてみますと、９割を超す受講者が満足したと回答して

いるようです。 

（２）については、学校に出かけていって出前研修をするということです。内容的に

はやはり情報関係が最も多く、その次に教育相談、特別支援教育などが、こういう学校

での研修では多いようです。 

ただこのほかにも、各学校ではそれぞれ研究活動をしています。年間を通して自分た

ちが授業でやった内容をお互いに見せ合いながら、指導力向上を目指しています。そう

いう研修にもできるだけセンターの指導主事さんに来てもらいたいというニーズもあり

ます。 

参考事例のほうは中段から（３）になっています。夜間施設利用についてです。それ

から自分たちでこんな研修をしたいということで、テーマを持って会場を借りる、指導

主事さんの力を借りながら、一緒に研修するという動きが今始まっています。まだ始ま

ったばかりなので、数としてはまだこの程度です。４ページについても同じです。 

教員のニーズという点ではこういうまとめになると思います。素案の５ページのほう

でも、ライフステージに応じた研修の見直しということが出てきますので、以前にもお

示ししたかもしれませんが、一応表にまとめるとこんな構想図になるということです。

今御説明した部分は、表の真ん中より下の部分です。希望研修という部分です。各教科

や講習、それぞれによる希望研修です。 

それから教育プランの中で問題にされているのは、この希望研修に加えて上の必修研

修という部分です。つまり年代あるいはキャリアに応じた、いわゆる必ず研修を受けな

さいという研修をどうするかという部分が、大きな課題になると思います。ちゃんと言

いますと、横に年数がたっているのですが、おおむね初任から５年未満については、初

任者研修、新規採用教員の研修というのがあります。そのほかに２年目というのがあり

ますが、大きくは初任者研修です。次が５年研修、その次が10年研修です。そしていろ

いろな児童生徒指導関係の研修、教務事務研修、いわゆる学年主任とか教務主任の立場

になると、この辺の内容が出てきます。そして管理職研修、教頭研修、校長研修という

ふうに続いています。この辺のところももう少し改善、充実していこうということで、

センターの方でも昨年、その前から徐々に進めているところです。 
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この研修はセンターが主催するものと、教育委員会の教職員課が受け持っているもの

もあるので、その辺りをもう少し統合して一貫性のあるものにしていこうという作業も

同時に進めております。以上ざっと御説明しました。 

 

高橋委員 ２年前くらいからだと思いますが、夏休みのいわゆる自宅研修の計画などを出さない

といけなくなってきたということで、学校に出てくる人が増えたのでしょうか。勤務時

間に学校に来るようになったというのは２年ぐらい前からですか。 
 

村上委員 そうですね。大体その頃だと思います。私もセンターにいたので。 
 

高橋委員 そうすると夏休みにセンターなどで研修を受ける希望が増えたとか、そういうことは

ありますか。 
 

村上委員 その傾向はあると思います。それまでは、人数の少ない研修などは声をかけて宣伝し

て、ということがあったのですけれども、随分事情が変わってきました。本当に早々と

定員オーバーということもあって、必ず行かなければならないとハッパをかけられてい

るという部分もあると思いますが、随分研修への参加が意欲的になってきました。 
 

高橋委員 ほかに今の件でありますか。では第２次素案の３の「教職員の力を伸ばす」というと

ころで御意見をお願いします。 
７ページに展開する事業の③が新しく入って、私たちの前回の意見が反映されたと思

います。③の「管理職登用制度の見直し」というのは、保護者、地域住民から信頼され

る管理職を登用するために、という目的が入りました。 
 

大川委員 いいんでしょうけれども、なかなかそのイメージが沸かないものですから。 
 

佐々木委員 書いてあること自体にどうこうということではないのですが、具体的にこの３行の中

身で何をどうやっていくのかが、課題であると思います。 
 

高橋委員 さらに具体的なところに踏み込んだ方がいいのかもしれません。 
 

佐々木委員 そこまで間に合うことになるかどうかです。書き込むといってもなかなかこの部会で、

議論をしあって書き込んでいくのも、非常に難しい感じがします。 
 

高橋委員 ではそういった方向で具体的な検討というのは、事務局なりあるいはそのための特別

な実務委員会等で検討していかなければいけないということで、方向性としてはこれで

よろしいですか。 
それではつぎに、９ページ４、「地域に開かれた学校施設にする」ということについて、

議事を進めたいと思います。御説明にありましたけれども、加えられた項目が 10 ページ

の⑥⑦ということで、今までハード面だけに偏っていましたが、ソフト面を２つ追加と

いうようなことですけれども、御意見はいかがでしょうか。 
 

佐々木委員 ここでいうネットワーク化というのは、どんなイメージなんでしょうか。 
 

高橋委員 その点は事務局に伺います。10 ページの⑥ですね。ネットワーク化というのはどうい

 3



う趣旨ですか。 
 

田中 
(事務局) 

例えば市民館などは一区に基本的には一箇所しかないですから、区レベルの施設です。

それから中学校区に一箇所、例えば子ども文化センターですとか、それから小学校区に

一箇所、小学校もそうですけれども、いろいろなレベルに市民が使用する施設というの

はあるわけです。そういう施設を、教育委員会、区役所、市民局、環境局など縦割り行

政の中でいろいろな部局が所管しているわけです。これからは行政区を単位に、行政を

進めていこうというのが川崎市全体の方向性だと考えていますので、そういう施設を、

その中で市民の目から見て使いやすいように結んでいく。現在でも、ある程度はふれあ

いネットなどで結ばれているわけですけれども、それに入っていないような施設もたく

さんあるわけです。そういうところも含め、使いやすいように部局間の連携を図ってい

くというのが、ここに書かれている内容だと考えています。 
 

村上委員 図書館のネットワーク化は、図書館と学校の図書室の本を全部データベース化して、

お互いに貸し借りとか、利用できるという作業をちょうど今進めているところです。そ

れも入りますか。 
 

田中 
(事務局) 

それはまたちょっと違う事業になります。 

大川委員 開かれた学校というイメージで言いますと、地域の中で学校の施設を、簡単にいいま

すと「体育館を使いたい」とか、「グランドを使いたい」というときに、使えるようにす

ることでしょう。しかし、学校の中に学校施設開放運営委員会というのがあって、そこ

でいろいろ議論しています。そういうイメージと、このネットワーク化というのが、全

然合わないです。何となくネットワークというと、簡単に施設スペースが取れるみたい

な感じですけれども、個々の学校でやり出すとそれがごちゃごちゃになってしまう。よ

って、結局多分キーマンがいて、その人の許しがもらえればOKだけれども、その人が許

可ださないと使えない。そういう部分というのが、個々の学校にそれぞれ特徴はありま

す。けれども、一番身近な部分で、施設をもっと開放してほしい。 

例えば１年に１回、会議なりで決めてしまうのではなく、毎月やってほしいとか、そ

ういう細かい部分を、僕らなどはイメージとして持っているわけです。そういった部分

が学校にできてきたらいいと思います。 

例えば、夜は、教室は開いています。それを団体とかがどこかの教室で、打ち合わせ

をしたり、そんなことも含めたところと、このネットワーク化という言葉が、言葉はき

れいなんですけれども、身近じゃないなと、そういうふうに思います。 

 

高橋委員 そうすると、ネットワーク化を図りますと⑥に書いてありますけれども、その前まで

はいいわけですか。より有効的に活用できることが必要です。 
 

大川委員 そうなんです。もっとわかりやすい表現にしてもらわないと、そこはそれで終わって

しまうんです。 
 

今井委員 ここの⑥はそういう場所が利用できますというだけなんでしょうか。それとも、もっ

とこまめにネットワーク化を進めるために、どなたかコーディネートする方がいらっし

ゃるのですか。 
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田中 
(事務局) 

もう少し説明させていただきますと、その次の⑦の「地域教育サポーター制度」と、「行

政区における教育推進体系の構築」という資料を御覧いただきたいのですが、今大川委

員の方からお話がありましたけれども、各学校、特別教室などで、地域の方が使えるよ

うな状況にあるところについては、すでに使っていただいているわけです。各学校に学

校施設開放運営委員会というものが、PTAの方ですとか、町内会の方とか、関係団体の方

に集まっていただいて、いろいろと調整を行っているわけですけれども、どうしても具

体的には教頭先生に負担がかかっているような状況が見受けられます。そのためにせっ

かく学校に使える部屋があるのに、開放がなかなか進まないというような状況がありま

す。⑦の地域教育サポーターというような、新たな人材を地域から推薦していただいて、

その方に学校と地域と行政のつなぎをやっていただいたらどうかというのが、この構想

になっています。具体的にはこの図面の中で、「地域教育サポーター」が真ん中に書いて

ありますけれども、その中に主な役割が書いてあります。「中学校区の地域教育会議との

連携」と、真ん中の「学校施設の有効活用」というのが、今話題になっている特別教室

などをどうやって有効に活用していくかということです。 

このような地域教育サポーターというのは、予算が定まったわけではありませんので、

事業化に向けて調整中であるという前提のもとにお話しいたしますが、３中学校区に１

名程度という想定で、地域教育サポーターを設置して、この方に学校と地域と行政のつ

なぎをやっていただいて、学校のハード面の整備とともに、利用調整をやっていただい

て、学校施設の有効活用を進めていこうというのが、今回の方向性になっています。 

それと⑥のネットワーク化のほうは、もう少し全市レベルの話です。それぞれ施設で、

その役割とか、分布の度合いが違うわけです。それぞれの役割をはっきりさせていって、

こういうことをやりたいというときには、ここの施設がありますというのを、市民の方

にわかりやすくしようというのが、⑥番のことです。見ておわかりのように、⑥の方は

教育委員会だけでできる事業ではございませんので、そういう施設の役割分担をはっき

りさせていこうという動きが、全市的に既に進んできておりますので、その動きをこの

中に盛り込ませていただいたということです。 

 

高橋委員 地域教育サポーターというのは、３中学校区に１名程度ということですけれども、こ

の人に連絡するにはどこに、その人はどこにいらっしゃるのかとか、どういうイメージ

ですか。 
 

田中 
(事務局) 

地域教育サポーター自体は、学校中心に配置していこうということですが、３中学校

区に１名ですので、週に１～２回程度しかいられないわけです。その事業の統括は、各

市民館で行っていこうという方向です。 
 

高橋委員 地域教育サポーターに連絡したければ、市民館に電話をするという形ですか。 
 

田中 
(事務局) 

恐らくそういう事業形態になると思われます。この構想自体が事業化できるかという

のは、これからの調整になりますけれども、実現すればそういう方向性になっていくと

思います。 
 

高橋委員 地域教育サポーターについては今回初めてだということですので、御意見をもう少し

お伺いしたいです。 
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佐々木委員 私もこれを見て非常に心強いし、ぜひ実現できたらいいなと思いました。今大川委員

が言われたように、もっと小回りで動ける、今の施設開放委員会のようなものも、それ

はそれでいい動き方をしているし、非常に融通が利く。そういうものを残しながらもこ

のサポーター制度というのを、ぜひ進めてほしいと思います。学校活用については、本

当にもったいないなと思うし、今の時代ではどんどん活用してほしい。ただやはり、ど

うしても今の状態だと学校の責任ということで、管理だけはまた教頭先生等に頑張って

もらうとかいろいろな方法でやれるのですが、いったん事故等が起こると、全くどうし

ていったらいいのか。本当に責任が取り切れないようなことも起こってくる。その辺の

ところでは、ある程度はっきりした制度ができていれば安心して施設も使ってもらえる

ということがあります。ちょっと私もどういう制度が考えられるのかは、イメージが沸

きにくいのですが、何か知恵を出し合って進めてほしいと思います。 
 

大川委員 よろしいですか。質問みたいな感じになるかもしれませんが。今の地域教育サポータ

ーの関係で、イメージとすると例えばこの「行政区における教育推進体制の構築」とい

う資料を出していただいていますけれども、この本文にも出ている「地域教育会議の運

営の支援」ですとか、「学校設備を活用」ですとか、いろんな役割というか、サポーター

の方々に対する期待というものがあると思います。今までもそういう地域教育会議の委

員の方がいらっしゃったり、学校施設開放の委員として参加していただいている地域の

方とかもいらっしゃると思います。その辺でいくと、新しくこういうサポーター制度と

いうか、サポーターの方々にお願いするというと、この中の位置づけというか、その辺

がイメージとしてどんな感じになるのか、具体的な中身は、またこれから詰めていくと

いう形なのかもしれませんが、少し事務局の方でイメージみたいなものをお持ちでした

ら、教えていただければと思います。 
 

佐々木員 その辺については、今までにもいろんな制度があったり、いろんな委員さんがいらっ

しゃる中で、新しいサポーター制度みたいなのをやっていくときに、主眼として地域教

育サポーターという方々に、どの辺のことを期待するかというあたりを、少し整理しな

がら、こういうプランの中に位置づけていくのも必要かなと、そういう感じがしました。 
 

高橋委員 ３中学校区に１名ですと、小学校は中学校の２倍近くありますのから、１人で３×２

が６プラス３で９、８くらいですか。８つの小・中学校に対して１人になってきます。

区によりますけれども、そういう方がその区の学校÷８という人数がいらっしゃるとい

うことなんです。それでいろいろとこういうことをしていただくということで、普段は

市民館にいて、例えば、きょうはどこどこ中学校、明日はどこどこ小学校、あるいは午

前はどこどこと、そういう感じで地域を回っていくというところですか。 
 

田中 
(事務局) 

今高橋委員がおっしゃったように、まずここに主な役割として３つほど、挙げており

ます。中学校区地域教育会議との連携という役割においては、51の中学校区があり、い

ろいろな活動に取り組んでいただいているわけですが、地域によってかなり温度差があ

ります。それぞれの地域で、お互いに情報を共有化することによって、その活動が活性

化していくのではないかという期待もあります。行政区の中に同じような地域教育会議

があったとしても、そこで情報を共有化することによって、もっと高いレベルの議論な

り活動、そういうものにつながっていく可能性というのが十分あるわけです。そのつな

ぎ役として、この地域教育サポーターが、地域の中に入っていって、先ほど大川委員が

おっしゃった、小回りの利くような形で、地域教育会議それぞれをつなぎ合わせていく
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ような役割を担って活性化を図っていきます。 

それから学校施設の有効活用についても、今いろいろお二人のご意見が出ましたけれ

ども、学校施設の有効活用といっても、やはり今の状況では、実際問題としては教頭先

生が状況把握をされているわけです。その情報を、このサポーターの方も持つことによ

って、その地域の方々がいろんな活動をするにあたって学校施設を利用したいというと

きに、このサポーターを中心として、ここの学校でこういうような行事がある、こうい

う使い勝手であるというような情報を提供できますし、またその情報を市民館にも上げ

ておくことによって、学校が空いている時間帯の把握もでき、何かグループ活動をした

い、あるいは学習をやりたいという人に、適切なアドバイスなどを、このサポーターの

人にしていただける可能性があるわけです。それをどううまくシステム化するかは、こ

れからもっと詰めていかなればなりませんが、やはり地域と学校、また行政区をつなぐ

潤滑油的・パイプ役的に動いてくださる人が今までにいなかったものですから、みんな

分割されてやっていた。そこのつなぎ役をやっていただくということで、この方が地域

の中で動き出すと、今までの学校施設開放事業とはちょっと違うイメージで、地域の方々

に学校にも参加していただける。そんなイメージを持っています。 

それと同時に、地域の人材ネットワーク、地域の中に入っていくということがやはり

大切です。地域からの情報収集の力は、今は市民館にしても学校にしても、個別にお持

ちでしょうけれども、そこのPTAの中とか、そのエリアはわかるかもしれませんけれども、

その周辺地域までも含めての人材活用、人材のネットワーク、こういうものの情報の共

有化を図ることによって、区レベルでの活動がかなり変わってくるのではないかという

ふうに思っているわけです。 

それで今これについて予算要求しているところなんですが、この方々が週１回でも各

学校を回って、そうしますとあとは学校の先生方の意識が変わってくるのではないでし

ょうか。地域の人が週に１回でも学校のため、地域をつなごうとして一生懸命仕事をや

られているなというようなことも見ていただくことによって、その人を活用した学校教

育活動の活性化にもつながる、そのようなことをイメージしております。ただ漠然とし

ていて、システムとしてどううまく機能させるかというのが非常に難しい課題であるの

は、承知しておりますが、やはり地域と学校をつないでいくとしたときには、こういう

人材が必要ではないかなということで予算要求をしている段階です。 

 

高橋委員 具体的にはどういう人ですか 
 

田中 
(事務局) 

やはりPTAのほうで実際活動されていた方とか、それから地域教育会議で長年あるいは

いろいろな方とネットワークを持った方とか、そういう方で地域の信頼が得られる方に

お願いして、動いていただくことが大切だと思います。やはりフットワークのいい方が

いいわけで、市民館に座っているだけだと何も変わらないと思います。 

 

今井委員 地域との関わりあいの中で、学校の内部で調整し切れない部分のところについて、や

やもすると、従来の制度のなかで取り残された課題としてあったのかもしれないです。 
 

田中 
(事務局) 

その辺で、今度地域教育サポーターが仲介をして、市民館の社会教育振興の職員や学

校の指導主事の方にも、地域の情報の流れは良くなります。 
 

高橋委員 具体的な制度設計というのは、私がちょっとお伺いしたところでは、地域の方でそう

いう方というと、従来活動されているんだと思うんですけれども、社会教育の仕事をさ
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れて、例えば女性の職員で結婚なり、子育てで退職された方とか、その地域に住んでい

る方。教員をやっていたけれどもいろんな事情で退職された方とかそういう方も考えて

もいいのかなというふうに思います。その地域でずっと活動をされている方は別にサポ

ーターになってもらわなくても、ある意味でサポーターをやってくださっているわけで

すから。 

発想として、例えば福祉関係のNPOの方々ですと、福祉関係の公務員がどんどん地域に

入って、実際に現場を知ってほしいという要望もあります。役所の机で仕事をしている

のではなくて、いろんな福祉の現場を見てほしい。そこの要求をわかった上でやってほ

しいという場合があります。そういう発想で、これは従来ないわけですから、あるだけ

でもすごくいいんですけれども、公務員あるいは公務員的な方といいますか、そういう

方が実際の教育、社会教育とか市民の教育活動とか、そういった場を行政のことがわか

っている人に見てもらって、「こうした方がいい」「ああした方がいい」というのも１つ

のやり方だと思います。従来地域で活動している人を中心にしない方が、むしろいいか

もしれません。そういう方はもう既にやってくれているわけですから、というふうに思

います。これは、私の意見です。 

 

今井委員 私もちょっと似たような意見なんですが、PTAとか地域教育会議の方だと、同じような

ことが、ただ役割をやってくれないみたいな形で、形式的にその方がなってしまうとい

う傾向も、危険もあると思うんです。ですから本当にやりたいという方、本当にそのた

めに走り回ってくれるという方になっていただいた方がいいと思うので、あまり最初か

らこういう方と決めて、教育委員会のほうからお願いする形ではなくて、どちらかとい

うとやりたい方を公募するとか、そういう形で広く考えて、できるだけ市民の立場とい

うか、市民の目というか、要望を応えられるような形にした方がいいような気がします。

 

高橋委員 コーディネーターというのではなくてサポーターという名前がいいと思います。どん

どん需要を掘り起こすというんですか、営業マンのように「学校を使ってこんなことが

できますけれどもやりませんか」というような、そういうニーズを掘り起こすような、

そういうことで学校はもっと活用する余地がありますから。そういう地域で学ぶことを

みんなに働きかける、そういう人がいいと思います。今まであるものを調整するという

よりも、「どんどんこんなふうに使ってください」とか、あんなふうにも使えますと提案

するような人がいいのではないかと思います。 
 

今井委員 最近思うことなんですが、地域の役に立つとか、そういう会議みたいな場だって、結

構同じような方、同じような顔ぶれが揃うという感じです。またこれも同じような顔ぶ

れになってしまったら、という感じがします。誰もやり手がいないから何期もやってい

るとか、何年もやっているとか、そういう方たちが意見を言うものですから、結局地域

が変わらないというか。どちらかというと時間のある方で、長年その地域に住んでいる

方、というと、結局絞られてきてしまうという感じもします。新しい風を吹き込まない

と、形式だけになって、うまく機能しないのではないかという気がします。 
 

田中 
(事務局) 

おっしゃるとおりです。まず制度設計をどうやるかというのは、当然議論になります。

今井委員さんの言われたような、広報という形で、この人の役割をもっと明確に、はっ

きりサポーターとしての職務内容を明確にして、これができる方という形でお願いをす

る。そうでないと、最終的に誰もいらっしゃらないから地域の方にお願いします、とや

っている限りは、御指摘のように毎年同じ方が長年やっていくという、形骸化したよう
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な組織、制度になってしまうというのは、それは避けなくてはいけないというふうに我々

も思っています。これからも本当にその方に、１人当たりおいくらになるかはわかりま

せんが、それなりの投資をするわけですので、それだけの効果の見合う、あるいは地域

が本当に活性化していくような制度設計にしていく。それは十分御意見として取り入れ

たいと思います。 

 

高橋委員 ではこの④「地域に開かれた学校施設にする」というところ全体について、意見など

はもうありませんでしょうか。それでは次に６です。教育行政部会に関係の深い順番か

ら話したいんですけれども、14ページから15ページです。 

私もわからないのでお伺いしたいのは、内容のところの３行目です。深めていくため

に、地域教育会議の役割や体制の見直しは具体的にはどういう趣旨で、書かれているの

か伺いたいのです。 

 

田中 
(事務局) 

地域教育会議をどうしていこうかというのは、具体的には社会教育専門部会の話題だ

と思うんですけれども、実際何回か議論されております。結局今地域教育会議のほうで

も主体的に見直しの論議が進んでいるということで、そちらの結果が近々まとまるとい

うことで、その方向性を尊重してからここの文章に反映させるという意味で、15ページ

の③のところに＊印がついて、地域教育会議からの改革案を待って修正ということで、

基本的には前回と文章を変えておりません。地域教育会議から改革案が出てきた段階で、

ここの内容もそれを尊重した形で変えていきたいと考えています。 
今まで地域教育会議の方で議論されて、中学校区、行政区両方あるんですけれども、

そこから例えば学校教育に関する意見が上がってきたとしても、意見の上がっていく場

所というのは生涯学習関係の部署に上がっていくわけです。それがなかなか学校教育の

方に反映されにくいとか、そういった弊害もあったと思うんですが、このプランの中で

出てきたアイデアで、行政区において、教育を積極的に推進していかなければならない

ということで、今回市民館という枠の中で学校教育と社会教育を一緒にやっていこうと

いう方向性になっております。教育行政としては、その辺の受け手側の弊害というのは、

少なくとも解消されるのではないかと考えています。地域教育会議については、どうい

う改革案が出てくるかわかりませんけれども、どちらにしても教育行政の側の体制とし

ては、これからできてくるのではないかと認識しています。 
 

高橋委員 改革案がまとまるのはいつごろですか。 
 

田中 
(事務局) 

11月の初めくらいになると聞いておりますので、次回の専門部会に出すものには、改

革案について、何らかの形で反映させていきたいと思います。 
 

高橋委員 ありがとうございました。 
 

村上委員 １つ文言の質問なんですが、14ページの③、一番下です。地域運営学校の設立に関し

ては、そこのところの３行が、「地域運営学校を設立します」で切ってあります。今回修

正案で提示されたものについて、「設立を検討します」、「設立にあたっては、設置します」

ということですが、「検討します」も実はアンダーラインが入る対象なんですか。 
 

田中 
(事務局) 

そうですね。ここも検討しますが入っていますので、アンダーラインが入るのが正し

いです。 
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村上委員 つぎに⑦の「川崎市教育改革推進協議会(仮称)の設置」ですが、前回拡大教育委員会か

らこの名称に変えて、今回ここに載せているわけです。前回までのものですと、教育の

専門家、川崎の教育にかかわる当事者が専門的な課題を解決する教育委員会の諮問機関

的な場として、ということで、前回部会長はあくまでも当事者性を強くおっしゃってい

ました。けれども拡大教育委員会という名前ではなくていいよねと、もう教育改革会議

とか推進協議会とか、そういう名前でもいいのではないという形でこうなっているんで

すが、今回、教育改革を推進していく具体的な課題について調査研究していくというこ

とからすると、高橋先生がおっしゃったような意味合いの、教育の関係者だけではない、

という方向もあるのかな、というふうに思っているんですけれどもいかがでしょうか。 
 

高橋委員 この「拡大教育委員会の設置」というのは、小松部会長が当初から主張されていた事

柄で、確かに前の素案と比べると、市民や保護者が入っているわけです。左側の素案で

すと、教育の専門家や川崎の教育にかかわる当事者、専門的な課題を解決するというこ

とで、御存じのように、教育委員会のメンバーには、教育の専門家もいらっしゃいます

けれども、そうでない方もいます。それに対して、拡大教育委員会のメンバーというの

は、専門家、あるいは教育に携わる教師、学校の先生ということで、大きな変化だと思

います。これが変更された事情は、ほかの部会や策定委員会、全体の委員会での議論な

どが影響している部分だと思いますので、その辺を説明してください。 
 

田中 
(事務局) 

もともとブルーの中間報告概要版の方でも、このような表現がされていたと思います。

概要版をお持ちでしたら６ページを御覧いただきたいと思います。一番下のところに学

識経験者、保護者、教職員、職員団体なども入っているのですけれども、「さまざまな教

育関係者が」というような表現があります。想定しているメンバーについては、もとも

と大差はありません。変遷があったというわけではないのですけれども、前回の部会の

中でも、なるべくメンバーとか機能を具体的に書いていった方がわかりやすいのではな

いかというお話がありましたので、その辺を少し具体的に書かせていただいたというこ

とです。 
それからタイトルについては、特にこういう協議会の名前について、このタイトルが

いいというようなお話は、策定委員会等ではございませんでした。前回の部会で、性格

としては協議会ですということについては、コンセンサスが得られていたと思いますの

で、この協議会の頭に「教育改革を推進していくのだ」という冠をつけて、「川崎市教育

改革推進協議会」という名前で御提案させていただいているということでございます。

ですからこのメンバーについては、ずっと変わっておりません。基本的には学識経験者、

教職員、保護者、市民でずっと来ていたと認識しております。 
 

大川委員 私が思ったのは、「教育関係の」という言い方をしてしまうと、学識経験者がそこに固

まってしまうのかなということです。要するに高橋先生がおっしゃったのは、そうでは

なくて、もっと別の分野の人とか、逆に教育に興味のない人とか、そういう方に入って

もらっても、教育委員の中にはそういう狙いの方もいるんですが、そうでない方にも入

ってもらってもいいのかなとおっしゃっていたので、そういう意味合いも含めているん

だというのを、まだ細かく決まっていないわけですから、この場で確認をさせていただ

ければ、逆に今後進めやすいのかなという意味合いなんです。 
 

高橋委員 私が前回お話したのは、教育関係者が集まると、教育関係者がいいと思っている案を

出して、みんなで「そうだそうだ」と言って終わってしまうのでは良くないと言ったん
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です。ただ小松部会長がこの拡大教育委員会を提案されたのは、むしろ逆といいますか、

理論的には教育委員会というのは専門家だけでなくで、いろんな視野の人たちが川崎の

教育を広い視野から考える。方針を決めたらそれに基づいて教育長、今は教育委員のな

かの１人が教育長ですので、それは事務局が専門的な分野、観点からその方向性を実現

するためにやるということなんです。 
小松部会長の考えはそうではなくて、具体的に進めるときに専門家がそれをするなら

こういうことを注意しないといけないとか、こういうスタッフがいいんだという、そう

いう方針を決めてもらって、それをどううまくやったらいいのかというときに、拡大教

育委員会で考えましょうというのが、私が理解する構図なんですけれども。ということ

でちょっと司会もやりにくくなってきました。 
 

大川委員 では部会長がいないときにこの話をしてはいけないのかもしれません。 
 

村上委員 私もちょっと専門的に詳しくないのですが、理論的には多分高橋先生が言われたよう

な形でいいと思うんです。けれど、一般的にはもちろん教育関係の学識者の方とか教職

員の方、保護者が主にはなると思います。やはりいい意味での素人的な視点でといいま

すか、専門の方々でない視点から気づくような点とか、そういうのもあるかなという感

じはしますので、この趣旨はそういう意味を含んでいるのかなと私は理解していました。 
ただ小松部会長が言われるように、そういうことがもともとあるとすると、若干ニュ

アンスが違うかなと思います。そういう意味で広い立場の方というか意見というか、視

点の方が入る方が望ましいのかなと、私はちょっと思います。 
 

今井委員 教育関係のという言葉を取ってもいいですか。 
 

村上委員 ただひとつ、未整理のままできてしまった課題として、実際に具体的な施策として展

開されていく市レベルの施策、政策というのは基本的には決して単年度ではなくて、一

定のつながりの中で今年度どうしていくかという、そんな視点から事務局の方々それぞ

れで検討されると思います。それはそれとして、ただそうしたものが具体的に事業とし

て推進されていくときには、やはり現在の行政のシステムの制約として、単年度事業の

積み重ねになります。そうなってくるというと、トータルなものとして川崎の教育施策

をどうやって推進していくんだという、そういう意味では直接予算を伴った事業の推進

というところから、ちょっと一定の間を置きながらも、それを取り込んだ上でさらに包

括的・全体的な、そういう検討を図っていく部分というのが、なかなか得にくかったと

いうところを、小松部会長は念頭に置いていらっしゃるんだと思います。そういうもの

がもしあるんだとすれば、それにこたえられるメンバーの設定を、その中では求められ

てくるだろうというということは、出てくるのかなと。もし小松部会長がそういう発想

でおっしゃっているのならですが。 
 

高橋委員 確かに学識経験者に「教育関係の」と加えると、教育関係でない学識経験者が排除さ

れてしまいますので、施設の問題などは必ずしも教育関係でない方が、委員でない学識

経験者の方が必要な場合がありますので、それは削除するということでよろしいでしょ

うか。村上先生は教職員の立場としていかがですか。 
 

村上委員 恥ずかしながら教育委員会自体のイメージが、あまりないものですから。こういう直

接の協議会の中で教職員なり校長の考え方というか、直接表明していく、直接施策に関
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わっていくということは、大変いいことだと思いますけれども、どのレベルになるんだ

ろうかと。ただこの教育プランをひとつ見守って継続していくという感覚なら、ああな

るほど、そういう存在価値があるなと思います。ただ本来の教育委員会というのは、そ

れだけではないだろうというところがあります。教職員が、どう直接ここへ関わってい

くかが課題になると思います。 
 

高橋委員 大川委員どうでしょう。 
 

大川委員 先生がおっしゃるような、そんなイメージを持っていますので、今の「教育関係の」

をカットすることに関しては、私はその方がいいと思います。この会議の、この教育委

員会がどういう位置づけに置かれるのか、例えば強制力があるとか、その辺の位置づけ

がどうなのかということが、気にはなります。協議会があること自体はいいと思います。 
 

高橋委員 原案といいますか前の案だと諮問機関的な感じです。今回は調査研究するということ

ですけど。 
 

田中 
(事務局) 

趣旨が合っていれば、あと細かいところまでかっちりと決めていただかなくても結構

です。ほかのところもそうなんですけれども、結局こういう一つ一つの事業自体が、今

後短くは３年、長くは10年で進めていくレールですので、レールの方向性が間違ってい

なければ、それは毎年毎年教育委員会の方で「ここまでできました」ということを発表

する責任は出てきますから、その方向性だけを確認していただければ結構だと思います。

 

高橋委員 この設置自体については、反対される方はいらっしゃらないようです。そうしますと

「教育関係の」というのを削除するということで一致しました。あと、「調査研究する場」

というのも、もう少しいい案等がありましたら、ほかの部会か、策定委員会で、あるい

は事務局の方で検討していただけるということです。 

 

今井委員 設置するということはいいのですが、設置するということの後に、位置づけというか、

そういうもの、権限とかそういうものを具体的に入れてもらった方が、安心できるとい

うか。ただ「調査研究する場ですよ」みたいな感じだけではなく、例えば教育委員会に

対して対等な立場で提案できるとか、もう少しきちんと加えられるといいかと思います。

 

田中 
(事務局) 

それは本当に法制度に抵触する部分が出てきますので、そういう場ではないという意

味で、調査研究する場と表現しています。 

 

市川 
(事務局) 

それと「諮問機関的な」ということを具体的に書くと、調査研究する場ということに

なると思いますので、こういう形で表現させていただいております。ちょっと調査研究

が弱いということであれば、ほかにいい案があればお聞かせください。 

 

高橋委員 既に現行法制上、既存の「教育委員会」が、決議機関としてシステムの中できちんと

位置づけられています。それとの絡みの中でこちらをどういう意味合いで表現するかと

いうことがあります。 

 

今井委員 どちらにしても、教育委員会が意思決定をするに当たっての、課題を整理する場だと

思います。 
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高橋委員 それでは、「調査研究する」というところは、さらに検討していただけるということで、

設置については賛成ということで次にいきたいと思います。そうしますと、教育行政部

会が中心となるところは以上ですけれども、ほかに「川崎式で『生きる力』をつける」、

これについてもかなり、特に昨年度議論しました。この１について御意見等、いかがで

しょうか。 

先ほど御説明がありましたように、「確かな学力がつける」が「生きる力」というふう

に変わったのは、学力とは何かということを議論すると、これは20世紀の初めと戦後日

本の1950年頃の話になりますが、そのときも結着がつきませんでした。今回また学力論

争が行われて、「決着がついた」という人もいますけれども、そうではないという人もい

ます。学力とは何かというのは答えがでないので、学力は何かというより、とにかく「生

きる力」をつける。その中で、この委員会でも議論をしたような内容も含めて、子ども

たちにしっかりつけさせるという趣旨に変わったというように伺っています。１につい

てはいかがでしょうか。 

 

村上委員 ⑤の部分の、確かな学力にかかる学習状況調査です。２ページです。この辺の書き方

が、随分問題になっていました。この●３つ、調査の目的をはっきりしたということ、

これはすごくわかりやすくなったなと思います。要するに、なぜ調査をするのかという

押さえをしっかり持っていかないと、思っていたのと違う方向に向かってしまうという

危険、いわゆる前回は競争、比べることに使われてしまうのではないかという危惧も出

ました。ですから明文化するというのは非常にいいなと思っています。 
さらにいえば、この３つの●の点で確認をしていきたいと思うのは、１つ目、このテ

ストの結果を子どもや保護者に伝えていくんだということです。子ども自身が自分の学

習、学ぶ意欲、態度につなげていく、家庭学習も、今勉強しない子どもが増えていると

いうこともありますが、その辺の改善につなげていきたい。ただこの調査の結果を子ど

もたち、保護者にどう伝えていくかという、伝え方の問題があると思います。実際にや

ってみると大変難しい配慮が必要になってくると思います。 
そこでどうしても、他の学校と比べるとか、他都市と比べるとか、日本の平均と比べ

るとか、ややもするとそういうところが出てきます。そういうものも必要な場面もある

かもしれませんけれども、そこにやはりいかないようなものにしたいと思います。だか

ら子どもは状況を伝えることによってかえって意欲を失ったり、自己肯定感、プライド

みたいなものを傷つけられたり、マイナスに働くこともあると思うので、どう伝えてい

くかというのは、これから学校でも検討していかなければならない部分かなと思ってい

ます。 
２つ目の確認は、今度は自分自身、教員自身の指導方法とかカリキュラムの改善を図

るためと、これも大変大事なことですが、ここもややもするとやはり調査それ自体が国

語とか算数、数学とか、やはり見えやすいものにどうしても重点が行ってしまいます。

そのことによって、先生たちがふっと国語に力を入れようとか、算数に力を入れようと

か、要するに平均点を上げるためのことに走らないとも限りません。そういう傾向もか

つてはありました。その辺も非常に配慮しなければならない部分かなと思っています。 
３つ目の部分、これが川崎らしさというか、川崎式といえる部分ではないかと思いま

す。行政区の支援態勢も含めて、この辺で一体何ができるのかという部分を今後詰めて

いく必要があるのかなという気がします。 
だから学校としては、今子どもの学力をつけるというのも、これはもう大変大事なこ
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となんだけれども、それ以前に学習にならないという部分もあるわけです。支援という

のは、何を支援してほしいのかというときに、この調査の結果から出てくる結果に対し

てどういう支援をするか。それは人事の問題なのか、環境づくりの問題なのか、予算の

問題なのか、あるいは直接来て先生方に指導してくれる、そういう支援なのか、いろい

ろあると思いますが、そういう支援というのが、まだちょっと見にくい感じです。でも

総合的な支援になってくるであろうその１つの手がかりとして、この調査も生かしてい

く。そうなると、その調査というのが得点で何でも考えてしまう調査でないようにした

いので、ここから見えてくる支援は一体どういうものかということを、これから研究し

ていく必要があると思います。 
いずれにしても、どうしても調査結果というのは独り歩きしやすい傾向もあるので、

特に慎重にいきたいと思います。特に一斉に各学校の結果を公開するということについ

ては、慎重にしなければなりません。ただやったからには知らせていく必要があるから、

１つ目の●、２つ目の●あたりを中心に活用するという、そういう押さえでいきたいと

思います。 
 

高橋委員 今川崎市の小学生には、学力診断テストみたいなものはやっていますか。 
 

村上委員 特にないですね。各学校でそれぞれ工夫しながら、自作のテストなどです。 
 

高橋委員 今おっしゃった最初の●で学習状況を伝えるというのも、小学校の例えば４年生にこ

ういう点数と伝えて、それがあまりに悪い結果だと、おっしゃっていたようにかえって

やる気をなくします。よく従来言われたのが、一生懸命勉強しても点数は大して上がら

ない。そうすると、「僕はやってもだめなんだ」とやらなくなってしまいます。そうする

と小学生の場合、むしろ学習状況は伝えない方が、やる気が持続するとか、やる気が出

てくるという場合もあります。伺っていると、ここで伝えると言い切ってしまうのが問

題なのかなと思います。別に伝えなくてもいいのではないかというふうに思えてきます。 
ただ中学生の場合ですと、川崎市で統一的なテストをやって、自分の子どもが何点取

ったと分かっても、川崎市の平均を知らなければ意味がないということで、保護者から

平均を教えてほしいと言われたら、いや学校の平均よりはいいですよと答える。では川

崎市の全体の平均はどうですかとか、そういうことを尋ねられると断る理由もなくなっ

て、開示要求が出たりします。そうなると結局は伝えないといけないだろうし、そして

市全体のデータというのも、どんどん出してくれという形になってくる可能性もあると

思います。 
いずれにしても伝えると明確に書いてしまうことは、ちょっと検討した方がいいと、

私は今伺っていて思いました。 
 

佐々木委員 ここのタイトルが「確かな学力」ということです。それに係わる学習状況調査です。

先ほど座長の高橋先生がおっしゃったこととも微妙に裏表で絡むのかもしれません。「確

かな学力」で学習状況調査を行って、その結果が、そこにある●３つの視点でもって活

かされる、そういうことを望んでいきたい、これはあると思います。ただその際に、結

局今まで戦後日本の中でいろいろ議論されていたこと、あるいは神奈川の中で、川崎市

の中で、いろいろと議論されてきたことを振り返ってみると、いつの間にかここでいう

確かな学力が、数字に置きかえられた、そのようにだんだん収斂してしまうんです。今

回「確かな学力」ということで言っている中身というのは、総じて考えてみれば基礎基

本の部分のところについて、きちんとした力をつけさせていきたい、当然これはずっと
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ありました。それと同時に、例えば今まで指導要領の内容検討を含めて言われていった

ときに、どうも数字で置きかえられてくるような部分のところに、日本の子どもたちの

学力がだんだん収斂していって、その辺のところで、「何か大事なところを忘れてきたん

じゃないの」というところが、議論として出始めてきています。 
さらに加えて、そうなったときに思い起こすのが、最初に全国的にやり玉に上げられ

ていった業者テストです。あれはまさしく数字が光る部分だった、そのところを材料と

して使って、商売をやっていったわけですね。それも日本国中業者テスト罪悪の議論が

わき起こって、当時の文部省も業者テストについては学校の中から公教育の中から排除

しなさいと、一斉に動きました。その中で最終的にやり玉に上げられていって、中学２

年生でやっていた神奈川のアチーブメントテストも消えました。形が変わって残っては

いますけれども。ただ神奈川のアチーブメントの目的なんていったら、まさにこの３つ

なんです。これがきちんと位置づけられるのだったら、それを、今にして思えば高等学

校の入試選抜の中の、まさしく学習の素材としての結果として活用することは、この３

つの趣旨からいっていったとき、選抜制度の基本にかかわる中身として一定の役割を果

たしていたことがあったかもしれないんです。それも全部消した、みんな消したわけで

す。昨今もっぱら絶対評価に関して、その辺のところが新聞などでどんどん出ています。

ここで書いてあること自体、この●３つというのはまさしくそうなんだと私も思います。 
ただそのときに、現実に振り子が振れていったときの振れが、かつて日本国中が業者

テスト罪悪論で、文部省から何から全部、地域から親たちから学校の先生たちもある意

味でそう思ったんです。それがだんだんほとぼりが冷めてきて真ん中を通り過ぎて、今

度はこっちの方に動き始めているんだと。そうすると、一体確かな学力というのを中身

の方をきちんと押さえていこうとしていた本来の趣旨を忘れるようなことになってはな

らないわけです。そのことをどこでどうやって担保していくか。そのことが一番問題で

す。子どもたちの学力をつけさせていくという、その本来のところにつなげてきちんと

組み立てていくことを、かなり意思強固にやっていかないと、そう簡単に形をつくると

いうことで、何か目的が達成できるということにならないでしょう。またやり始めて、

今の絶対評価ではないですけれども、もう一度振り子がこっちから反対側に振れて、ね

らいとしている３つの●自体についても、それを罪悪視する議論になっていってしまう

ような社会現象がまた再現したら、これは元も子もないわけです。子どもだけが取り残

されてしまう。そうならないようにぜひお願いしたいと思います。 
 

高橋委員 従来は、学習内容がマキシマムでありミニマムで、必ずこれを教えましょうというこ

とだったわけです。しかしこれは今から30年くらい前ですと、みんながそれをマスター

できないくらい難しかったのが、今はそうではなくて、こんなに減らして大丈夫なのか、

となっています。そうしますと子どもの学習状況の調査というのは、３割削減された今

の学習指導要領、それはすべての子どもに必要だということですから、その部分だけテ

ストにするということです。だからかなり多くの子は100点近く取れます。ですから平均

点が普通のテストだと正規分布させないといけないから、平均化しているようですけれ

ども、これはそうではなくて、「100点取れるのが普通だよ」というテストで、本当に50％

ぐらいは100点を取ってしまうようなテストだと思うんです。 

これは教育行政専門部会の話ではないかもしれませんが、そういうような差がつかな

いテストというんですか、みんなができるところが本当にできているのかというところ

を川崎市としては確認しますという、そういうテストでやっていけば、ほかと比べても

しょうがないテストです。平均点が90点と88点とか、そういうふうにできるんじゃない

かなというふうに思うわけです。 
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村上委員 結局そうですね。いかにしてその結果の活用を考えるか、これが生かすも殺すもの分

かれ道ですよね。 
 

大川委員 市の教育予算も限られているので、例えば国語が悪かったら、そこに有効的に使う。

その方が、一律にばらまくよりもその方がいいのではないですかというような話でした。 
 

高橋委員 同じ力量でも、子どもがどんどん自分の教えたことをマスターしてくれる方が、やは

りやりやすいし、無力感がないので、小学校の先生でもやはりそういう意味では、教え

やすいところへ行きたい先生の方が多いですか。小学校はそうとも言えないですか。 
 

村上委員 数でいえばそうかもしれません。 
 

高橋委員 ですからあえてそういう意味で、今言ったようなテストをやって、平均点の悪いよう

な学校にあえて行ってもらう先生には、そこで給与に格差をつけたり、ということもあ

るかも知れません。また、教員の数を、加配を出すというふうにしていかないといけま

せん。逆に子どもたちがもともと教育熱心な家庭の子どもが多いところに行けば、同じ

授業をやっても平均点は上がりますから。 
 

佐々木委員 その難しさ、例えば習熟度別の学級編成を取り入れて、学習指導上、多様な展開を可

能にするというようなことが、全国ニュースの中でも出てきます。そのときにではどち

らかというと学習が不得手な子たちにどれだけ手厚い対応を図れるのか、そこはすぐ決

まるわけではないんです。それは確かにその結果を活用するときに義務教育レベルのと

ころでも触れられそうです。学習が不得手な子たちが多い地域だと、正直言って、中に

はひょっとするとあるのかもしれない、それはわからないです。 
ただ、もしそういう子たちがそれなりにいるような学校で、学校の先生たちが感じて

いる部分があるとするなら、その結果として、いろいろなところの平均点が何らかの形

でギャップが出てくることがあるかもしれません。そこで厚くすべきなんです。それが

義務教育段階で目指していく教育目的じゃないですか。そのことにどう生かすかという

ことが、基本としてあっていかないと、これは制度は制度として独り歩きをして形骸化

していって、そういうところでまた悩まないといけなくなっていく、というのを、私は

一番恐れます。 
 

高橋委員 ということでそういう趣旨で行うということで、ここに書いてあること自体は、特に

変えないといけないというところは、ありますでしょうか。今の議論のようなことを踏

まえて、学習状況調査をやるということでよろしいでしょうか。ではほかの点について

ありますか。 
 

佐々木委員 一点だけいいですか。１から離れてしまうのですがごく短い質問です。資料３のとこ

ろ、12ページです。高等学校関係のところで①④、冊子の方では出ていますが、①のと

ころで、「新たな市立高等学校を創造」ということで３行ほど書いてあります。原案の趣

旨の確認です。①の３行の最後の部分は「改編を進めます」ということで閉じてありま

す。「定時制課程については」から始まって、「時代に対応した市立高等学校を目指し改

編を進めます」と書いてあります。そこのところの内容です。実は教育プランに先行し
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て、現在教育委員会でも、市立高等学校の振興計画が策定されて、具体的なプランニン

グ内容について、検討がずっとされているように聞いています。これはホームページ等

の中でも、振興計画の中に一応乗っかってきているところは、市民も周知の事実だと思

うんです。ここでいう改編というのが、そうした振興計画等々の中身で検討されてきた、

そこのところもつくり込んだ上で言われていることなのかどうかです。現在の教育プラ

ンに先行して振興計画の方が先に検討されて、案が市民に公表されて、改廃に向けて検

討が進められているという、その経過が事実経過としてあるんですか。その関係だけち

ょっと教えてください。 

 

高橋委員 事務局、お答え願います。 
 

隅田 
(事務局) 

今言われましたように、本市で、高校について、検討委員会を設置しまして検討され

ております。今年度内には方向性が出されるという状況になっています。そして15年の

５月に策定されました「市立高等学校教育振興計画」におきましても改編を検討してい

くとうたっております。また行政内部にも、全日制課程の改編プロジェクトも設置して

第１回目の会議なども行っております。そういう状況下で、この教育プランは御案内の

ように今後10年間の川崎市の教育行政の基本的な方向性を、ということで進められてい

るわけでございます。この中にうたわれております時代に対応した市立高等学校を目指

し、改編を進めます、という意味でございます。 

 

高橋委員 よろしいでしょうか。 
 

佐々木委員 「改編を進めます」と、非常に簡潔な言葉でぽんと書いてあります。事実高等学校教

育自体は、それこそ教育改革の先鞭を切るいろいろな諸問題を含んでいて、一番先に高

等学校を何とかしないといけない、という話が全国レベルで巻き起こって、教育改革の

最初の切り口が高等学校に求められてきて、その中からやってきたという、今までの経

過があります。そうしてきたときに、川崎の中でも当然そういう部分、川崎レベルでど

う受け止めていくのかということの議論が今までもあったわけです。改編はそんな中、

現在の市立高等学校の状況にまで立ち至って改編していった経過の事実があるわけで

す。そのこととこのことについての関わりのところが、これだけの簡潔な文章だとなか

なか読みきれないので、この場でなくて結構ですから説明を加えてもらいたいと思いま

す。 
 

高橋委員 この改編プランというものがつくられたことから、ここでもうちょっと具体的に書き

入れてもいいんじゃないかという、そういう趣旨ですか。 
 

佐々木委員 どういうふうに理解したらいいのか、理解の仕方が何通りも出てきて、私も悩むんで

す。 
 

高橋委員 その辺は次回に再度検討いただくということでお願いしたいと思います。それでは時

間も押してきましたけれども、あと２番です。４ページ、「個性が輝く学校をつくる」と

いうところで、御意見等ございますでしょうか。ここでは⑤の「学校経営アドバイザー」

ということで新しく、特別に新しく項目を設けたということです。それから我々の担当

部分の「個性輝く学校をつくる」①で学校の裁量権のところで、人材公募や学校独自予

算枠ということに御意見等ございますか。 
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佐々木委員 文章に実際に書くということになると非常に書きづらいので、抽象的になってしまい

ますが、学校経営アドバイザーの部分に書いてあるのは直接には個々の学校の経営を支

援と書いてありますね。ほかのところで見てみると、例えば学校を構成している部分の

ところで、子育て支援だったり、学校を構成しているいろんな各ファクターごとに、い

ろんな支援策が書かれているわけです。それでそういうものと有機的に関わりながら、

学校経営というものがなされていくんだろうと思います。学校経営アドバイザーが、学

校経営だけに絡まってやっていては、もったいない部分もあるんです。これはこれでわ

かるんですね。ですからほかのところで出てきているいろんな、例えば先ほどの議論と

の関係でいえば、地域教育アドバイザーなど、いろんな部分のところでされている、そ

ういうものが最終的に収斂されてきた結果として、学校経営の中にそれが取り組まれ反

映されていく中で、課題解決を図っていけるかということにつながってくる。そのチャ

ンネルというのは、すごく今大事ではないですか。 
校長先生や教頭先生、それから教職員集団が考えている学校経営という中での議論に

アドバイスしていくときの視点として、その辺までこのアドバイザーというのは取り組

んでおく必要がある。だから文章で出すと書きづらいんで、ちょっとそこまで書き込め

ないですけれども、その辺をきちんと押さえながら現状のところで、この部分の制度設

計を図っていくときに留意していく部分もあるのかな、という印象を私は受けました。

意見はそれだけです。 
 

高橋委員 この行政区における教育推進体制の整備のところに、各市民館の学校教育支援のとこ

ろに学校経営アドバイザーというのがあります。区全体、区に１人という形ですか。そ

の区内の学校を担当するアドバイザーを置くという、そういう趣旨でよろしいのでしょ

うか。そういうことですので、ぜひそういった趣旨にしていただきたいということでよ

ろしいですね。あとほかにございますか。 
「学校の裁量権拡大」で、これも我々の部会の担当だと思うんですが、先ほど申しま

した①で新しく明確化された部分について、村上委員は疑問はございませんか。 
 

村上委員 前回よくわからないでこんなことができるかどうか分からないと言ってしまったんで

すが、そういう方向で進めていいと思います。 
 

高橋委員 ②もやはりこれは、地域の参加や参画を促進するため、学校計画の公表や授業の公開

などにより説明責任を果たす、ということで具体的に書かれていますけれども、今井委

員、大川委員、この点についてはいかがでしょうか。 
では②についてほかに御意見等ございませんでしょうか。こちらの資料２と、それか

らそれを文章化した資料３についても議題になってはいるんですけれども、基本的にこ

の方向について御異議、御意見等ございましたら、事務局の方に個人的におっしゃって

いただくということでよろしいでしょうか。 
 

(事務局) 
田中 

文章がおかしいところですとか、もう一度各課に校正をかけますけれども、あわせて

委員の方々からも御意見をいただければ、反映させていきたいと思っておりますので、

この場では、例えば基本政策とか基本施策のレベルに昨年話し合った内容が十分盛り込

まれていないのではないかというような御意見がありましたら、個別にお寄せいただい

て反映させるわけにはいかないので、その辺はお寄せいただければ、次回の議題にした
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いと思います。文章レベルであれば、どんどん赤を入れて送っていただければ反映させ

ていきたいと思います。よろしくお願いします。 
 

高橋委員 今日の議論を踏まえて、また改めてお読みいただいて、そういう部分がございました

ら、事務局の方に連絡をいただくということにしたいと思います。ではこれで今日の委

員会は終了ということでよろしいですか。 
 

(事務局) 
田中 

小松部会長と中村委員さんは御欠席ですので、この場で次回の日程を決めるわけには

いかないですけれども、先日調査させていただきました日程調整で、11月の後半ぐらい

に最後の専門部会を、と考えております。あの時点で空いていた都合のいい日程でいう

と、11月22日の午前か夜間、それから11月29日の午前か夜間、それから11月30日の午前

中というようにこちらでは認識しているのですが、今の時点でそこに新たに用事が入っ

てしまったという方はいらっしゃいますか。 

 

高橋委員 30日の午前はだめです。22日・29日の夜の御都合はいかがですか。ということで22日・

29日の夜間で、今日いらっしゃらなかった小松部会長と中村さんに聞いていただいて、

どちらかでお願いするということです。 

 

(事務局) 
田中 

それでは、本日の第８回教育行政専門部会は以上をもちまして終了させていただきま

す。委員の皆様方には、お忙しいところありがとうございました。 

 


